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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第34期
第３四半期
累計期間

第35期
第３四半期
累計期間

第34期

会計期間  
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高 （千円） 6,114,683 5,242,982 8,189,110

経常利益 （千円） 26,688 27,216 6,257

四半期純利益又は四半期（当期）純

損失（△）
（千円） △30,397 3,335 △124,036

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 388,153 388,153 388,153

発行済株式総数 （株）　 8,916 8,916 8,916

純資産額 （千円） 431,247 363,597 354,464

総資産額 （千円） 6,583,050 6,545,737 6,529,740

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）

（円） △3,409.37 374.12 △13,911.72

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円）　 － － －

自己資本比率 （％） 6.6 5.6 5.4

　

回次  
第34期
第３四半期
会計期間

第35期
第３四半期
会計期間

会計期間  
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）
（円） △605.59 6,989.86

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第34期第３四半期累計期間は希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、第34期は１株当たり当期純損失であり、また、平成23年９月30日を

もって権利行使期間が終了したことに伴い、ストックオプションが消滅し、潜在株式が存在しなくなったた

め、第35期第３四半期累計期間は潜在株式が存在しないため、それぞれ記載しておりません。

　４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。  

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間のわが国経済は、東日本大震災の復興需要により緩やかに持ち直しつつあるものの、海外

経済の減速、電力安定供給への懸念もあり、先行き不透明な状況ではあるものの、一方では政権交代による経済の回

復に向けての期待が高まっております。

当社が属する外食産業及び小売業におきましても、消費税増税を背景とした消費者の節約志向や競合各社との低

価格販売競争が続いており、引続き厳しい経営環境で推移いたしました。

このような経済状況のもと、当社は新規事業及びオリジナルブランドの出店及びフランチャイジーブランドから

オリジナルブランドへの業態変更を行うとともに、不採算店舗の閉店を行い、収益改善を図ってまいりました。

店舗展開につきましては、３店舗の閉店、２店舗の営業譲渡、３店舗の業態変更、５店舗の新規出店及び３店舗を

営業譲受により出店し、当第３四半期会計期間末における当社の展開業態は24業態となり、稼働店舗数は106店舗と

なりました。

この結果、当第３四半期累計期間の業績は、飲食部門及び物販部門のフランチャイジー事業の主力業態における

販売促進施策の見込み違い等により、売上高5,242百万円（前年同四半期比14.3％減）となり、オリジナルブランド

への業態変更により売上原価及び販売管理費等の経費圧縮効果が反映された結果、営業利益94百万円（前年同四半

期比28.6％増）、経常利益27百万円（前年同四半期比2.0％増）となりました。また、特別損失として店舗閉鎖損失

27百万円等を計上したものの、特別利益に固定資産受贈益12百万円を計上したことにより、四半期純利益３百万円

（前年同四半期、四半期純損失30百万円）となりました。

なお、当第３四半期会計期間末における総資産は前事業年度末の6,529百万円に比べ15百万円増加し、6,545百万

円となり、純資産は前事業年度末と比較して９百万円増加し、363百万円となりました。これは主に、利益剰余金３百

万円、その他有価証券評価差額金５百万円増加したことによるものであります。 　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。　

①　飲食部門

当第３四半期累計期間における飲食部門におきましては、フランチャイジー事業においては、本部主導の販売

促進活動及び新商品の投入を行うとともに、接客・サービスの向上に努め、オリジナルブランド事業においては

定期的な新商品の導入を行い、リピーター獲得に努めてまいりました。また、販売促進活動としましては、スマー

トフォン向けアプリケーション「フジｃｕｐｏ」を導入し、当社が展開する業態を網羅した電子クーポンの配信

による販売促進活動を開始いたしました。

飲食部門の店舗展開におきましては、新規事業１店舗を含む５店舗の新規出店、１店舗を業態変更、３店舗を閉

店し、当第３四半期会計期間末の店舗数は80店舗となりました。この結果、当第３四半期累計期間の売上高は

3,557百万円（前年同四半期比3.0％減）、各種経費の圧縮に努めたものの、出店費用の計上や光熱費の高騰等に

より、セグメント利益10百万円（前年同四半期比84.0％減）となりました。　

②　物販部門

当第３四半期累計期間における物販部門におきましては、フランチャイジー事業においては、飲食部門と同様、

本部主導の販売促進活動を、オリジナルブランド事業においては店内の商品を充実させ、機会損失を減らして売

上増に努めるとともに、インターネットでの通信販売事業に経営資源を投下し、閑散期の売上獲得に努めてまい

りました。

物販部門の店舗展開におきましては、物販部門の柱でありましたＴＳＵＴＡＹＡ事業店舗２店舗の業態変更の

ほか、２店舗の営業譲渡、３店舗を営業譲受により出店し、当第３四半期会計期間末の店舗数は26店舗となりまし

た。この結果、当第３四半期累計期間の売上高は1,685百万円（前年同四半期比31.2％減）と前年同四半期と比べ

大幅に減少したものの、売上原価の圧縮効果等により、セグメント利益84百万円（前年同四半期比817.3％増）と

なりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,620

計 34,620

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 8,916 8,916

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 8,916 8,916 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数
（株）　

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残

高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日　　
－ 8,916 － 388,153 － 47,702

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,916 8,916

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,916 － －

総株主の議決権 － 8,916 －

　 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役員の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 － 常務取締役
メディア部門管

掌
黒田　孝広 平成24年９月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、清明監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　 0.3％　

売上高基準　 2.4％　

利益基準 4.9％　

利益剰余金基準 △0.5％　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,138,997 1,195,536

売掛金 304,070 420,182

商品及び製品 638,101 615,414

原材料及び貯蔵品 45,581 60,354

その他 173,555 197,326

流動資産合計 2,300,306 2,488,813

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,716,706 1,693,164

工具、器具及び備品（純額） 427,412 347,337

土地 573,649 573,649

その他（純額） 80,785 79,096

有形固定資産合計 2,798,553 2,693,248

無形固定資産 151,426 152,233

投資その他の資産

投資有価証券 265,165 272,409

長期前払費用 73,435 61,096

敷金及び保証金 889,969 841,733

その他 72,556 55,539

貸倒引当金 △25,000 △25,000

投資その他の資産合計 1,276,125 1,205,779

固定資産合計 4,226,105 4,051,261

繰延資産 3,328 5,662

資産合計 6,529,740 6,545,737

負債の部

流動負債

買掛金 217,657 290,118

1年内償還予定の社債 70,000 118,600

短期借入金 371,834 410,000

1年内返済予定の長期借入金 1,514,516 1,515,580

未払法人税等 16,016 10,035

その他 413,370 446,578

流動負債合計 2,603,395 2,790,912

固定負債

社債 270,000 486,400

長期借入金 3,051,762 2,677,716

資産除去債務 1,828 1,855

その他 248,289 225,255

固定負債合計 3,571,880 3,391,227

負債合計 6,175,275 6,182,140
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 388,153 388,153

資本剰余金 47,702 47,702

利益剰余金 △99,091 △95,755

株主資本合計 336,764 340,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17,700 23,497

評価・換算差額等合計 17,700 23,497

純資産合計 354,464 363,597

負債純資産合計 6,529,740 6,545,737
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 6,114,683 5,242,982

売上原価 2,549,757 1,972,581

売上総利益 3,564,926 3,270,400

販売費及び一般管理費 3,491,546 3,176,010

営業利益 73,379 94,390

営業外収益

受取利息 1,700 644

受取配当金 4,568 5,631

不動産賃貸料 80,692 120,377

受取保険金 12,499 1,322

その他 17,596 3,602

営業外収益合計 117,057 131,578

営業外費用

支払利息 101,889 91,004

不動産賃貸原価 53,796 96,096

その他 8,062 11,652

営業外費用合計 163,748 198,752

経常利益 26,688 27,216

特別利益

固定資産受贈益 － 12,120

特別利益合計 － 12,120

特別損失

店舗閉鎖損失 42,781 27,355

固定資産売却損 2,476 －

固定資産除却損 9 142

有価証券売却損 － 328

災害による損失 4,023 －

特別損失合計 49,290 27,826

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △22,602 11,509

法人税、住民税及び事業税 7,795 8,174

法人税等合計 7,795 8,174

四半期純利益又は四半期純損失（△） △30,397 3,335
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

偶発債務

従業員について、当社の福利厚生の一環として金融機関からの資金借入に対し、債務保証を行っております。　

前事業年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期会計期間
（平成24年12月31日）

従業員５名 2,704千円 従業員２名 425千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 310,328千円 244,375千円

のれんの償却額 7,664 2,299

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 4,458 500 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）　

 飲食 物販 合計

売上高    

外部顧客への売上高 3,665,8352,448,8486,114,683

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 3,665,8352,448,8486,114,683

セグメント利益 64,207 9,172 73,379

（注）セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。　

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）　

 飲食 物販 合計

売上高    

外部顧客への売上高 3,557,0061,685,9755,242,982

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 3,557,0061,685,9755,242,982

セグメント利益 10,249 84,140 94,390

（注）セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△3,409円37銭 374円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
△30,397 3,335

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（千円）
△30,397 3,335

普通株式の期中平均株式数（株） 8,916 8,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

（注）１．前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、平成23年９月30日をもって権利行使期間が終了したことに伴い、ストックオプ

ションが消滅し、潜在株式が存在しなくなったため記載しておりません。

　　　２．当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月13日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

清明監査法人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 北倉　隆一　  印

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中村　貴之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタ
コーポレーションの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第35期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10
月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四
半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半
期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成24年12月31日現在の財政状態及び同日を
もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において
認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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